
件　　数 面　　積 内　　　　訳 件　　　　数 面　　　　積 静　　内 三　　石

所有権移転 ６件 214,881㎡ ４件 ２件

賃貸借 ２件 161,908㎡ １件 １件

内不許可 使用貸借 ７件 414,053㎡ ４件 ３件

０件 贈与 １０件 845,046㎡ ３件 ７件

計 １２件 １３件

件　　数 面　　積 内　　　　訳 件　　　　数 面　　　　積 静　　内 三　　石

農家住宅 １件 553㎡ １件 ０件

農業用施設 ３件 16,450㎡ ０件 ３件

内不許可

0件

計 １件 ３件

件　　数 面　　積 内　　　　訳 件　　　　数 面　　　　積 静　　内 三　　石

一般住宅 ２件 1,172㎡ １件 １件

農業用施設 １件 954㎡ ０件 １件

内不許可 砂利採取等 ２件 21,746㎡ ２件 ０件

0件

計 ３件 ２件

令和３年度農業委員会総会審議結果について

○　３条　農地の権利移動で町内の農業者が申請する場合で、この場合は委員会が許可しま
す。

○　５条　第三者が農地の所有者から農地の権利移動を受け農地以外にする申請で、知事が許
　　　　　　可します。

○　４条　農地の所有者が自分で農地を農地以外にする申請で、知事が許可します。

　新ひだか町農業委員会では、「農業委員」１０名と「農地利用最適化推進委員」１４名の計２４名
です。
　令和３年度における新ひだか町農業委員会総会での審議件数は、１９９件でした。その内訳は
次のとおりです。
　なお、「～条」というものは、「農地法」の条項のことで、「利用集積」というのは、農業経営基盤強
化促進法によるものです。

　農業委員会は、農地法や農業経営基盤強化促進法に基づき、農業者等から農地の売買、贈
与、貸借、転用等各種の照会や相談に対応し、委員で申請を審議するため、毎月申請案件の現
地を調査して総会を開催しています。

２５件 1,635,888㎡

５件

17,003㎡

23,872㎡

４件

－　1　－



件　　数 面　　積 内　　　　訳 件　　　　数 面　　　　積 静　　内 三　　石

所有権移転 ２４件 623,777㎡ ９件 １５件

賃貸借 ２４件 794,333㎡ ８件 １６件

内不決定 使用貸借 １件 64,806㎡ １件 ０件

0件

計 １８件 ３１件

件　　数 面　　積 内　　　　訳 件　　　　数 面　　　　積 静　　内 三　　石

５８件 1,440,097㎡ 賃貸借 ５３件 1,357,175㎡ ３０件 ２３件

内不決定0件 使用貸借 ５件 82,922㎡ ４件 １件

計 ３４件 ２４件

件　　数 面　　積 内　　　　訳 件　　　　数 面　　　　積 静　　内 三　　石

3１件 128,318㎡ 非農地 ３１件 128,318㎡ ２１件 １０件

内不証明０件 農地

計 ２１件 １０件

件　　数 面　　積 内　　　　訳 件　　　　数 面　　　　積 静　　内 三　　石

９件 44,898㎡ 非農地 ５件 39,616㎡ ４件 １件

内不証明０件 農地 ４件 5,282㎡ ４件 0件

計 ８件 １件

○　利用集積（新規）　農業経営基盤強化法に基づくもので、町に初めて農地の権利移動を申
　　　　　　　　　　　　　　　し出て決定することにより権利関係が発生することで、農業委員会が町
　　　　　　　　　　　　　　　から業務を受託しています。

○　現況確認　農地の一部が耕作不適地などで荒廃したため、農業委員会に確認してもらい農
　　　　　　　　　　家台帳の現況をかえることです。農地として確認してもらう場合もあり公簿地目の
　　　　　　　　　　変更まで必要としません。

○　現況証明　農地の所有者が何らかの正当な理由で長年において農地が耕作できず、今後も
　　　　　　　　　　農地として利用できる見込みもないことから、公簿地目の変更を法務局に申請す
　　　　　　　　　　るため、農地か農地でないかを農業委員会に証明してもらうための申請です。
　　　　　　　　　　また山林等を農地として開発して証明をもらう場合もあります。

４９件 1,482,916㎡

○　利用集積（更新）　今まで農地を賃貸借していた人が、再度、町に農地の権利移動を申し出
　　　　　　　　　　　　　　　　て決定することにより権利関係が発生することで、農業委員会が町から
　　　　　　　　　　　　　　　　業務を受託して行っています。

－　2　－



件　　数 面　　積 内　　　　訳 件　　　　数 面　　　　積 静　　内 三　　石

使用貸借
２件

126,104㎡ 合意解約 ２件 126,104㎡ ０件 ２件

賃貸借
１６件

539,032㎡ ９件539,032㎡ ７件合意解約 １６件

○　18条解約　農地の貸借人が貸借期間最中に、何らかの事情で互いに合意解約書を以って
　　　　　　　　　　円満解決時に、農地の貸借関係を終了させることです。
　　　　　　　　　　委員会に解約通知が必要です。
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